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平成 31 年度以降に係る防衛計画の大綱について別紙のとおり定める。 

これに伴い、「平成 26 年度以降に係る防衛計画の大綱について」（平成 25

年 12 月 17 日国家安全保障会議決定及び閣議決定）は、平成 30 年度限りで

廃止する。 
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（別紙） 

平成 31 年度以降に係る防衛計画の大綱 

 

Ⅰ 策定の趣旨 

我が国は、戦後一貫して、平和国家としての道を歩んできた。これは、

平和主義の理念の下、先人達の不断の努力によって成し遂げられてきたも

のである。 

我が国政府の最も重大な責務は、我が国の平和と安全を維持し、その存

立を全うするとともに、国民の生命・身体・財産、そして、領土・領海・

領空を守り抜くことである。これは、我が国が独立国家として第一義的に

果たすべき責任であり、我が国が自らの主体的・自主的な努力によってか

かる責任を果たしていくことが、我が国の安全保障の根幹である。我が国

の防衛力は、これを最終的に担保するものであり、平和国家である我が国

の揺るぎない意思と能力を明確に示すものである。そして、我が国の平和

と安全が維持されることは、我が国の繁栄の不可欠の前提である。 

現在、我が国を取り巻く安全保障環境は、極めて速いスピードで変化し

ている。国際社会のパワーバランスの変化は加速化・複雑化し、既存の秩

序をめぐる不確実性は増大している。また、宇宙・サイバー・電磁波とい

った新たな領域の利用の急速な拡大は、陸・海・空という従来の物理的な

領域における対応を重視してきたこれまでの国家の安全保障の在り方を

根本から変えようとしている。 

我が国は、その中にあっても、平和国家としてより力強く歩んでいく。

そのためには、激変する安全保障環境の中、我が国自身が、国民の生命・

身体・財産、領土・領海・領空、そして、主権・独立は主体的・自主的な

努力によって守る体制を抜本的に強化し、自らが果たし得る役割の拡大を

図っていく必要がある。今や、どの国も一国では自国の安全を守ることは

できない。日米同盟や各国との安全保障協力の強化は、我が国の安全保障

にとって不可欠であり、我が国自身の努力なくしてこれを達成することは

できない。国際社会もまた、我が国が国力にふさわしい役割を果たすこと

を期待している。 

今後の防衛力の強化に当たっては、以上のような安全保障の現実に正面
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から向き合い、従来の延長線上ではない真に実効的な防衛力を構築するた

め、防衛力の質及び量を必要かつ十分に確保していく必要がある。特に、

宇宙・サイバー・電磁波といった新たな領域については、我が国としての

優位性を獲得することが死活的に重要となっており、陸・海・空という従

来の区分に依拠した発想から完全に脱却し、全ての領域を横断的に連携さ

せた新たな防衛力の構築に向け、従来とは抜本的に異なる速度で変革を図

っていく必要がある。一方、急速な少子高齢化や厳しい財政状況を踏まえ

れば、過去にとらわれない徹底した合理化なくして、かかる防衛力の強化

を実現することはできない。 

日米同盟は、我が国自身の防衛体制とあいまって、引き続き我が国の安

全保障の基軸であり続ける。上述のとおり、我が国が独立国家としての第

一義的な責任をしっかりと果たしていくことこそが、日米同盟の下での我

が国の役割を十全に果たし、その抑止力と対処力を一層強化していく道で

あり、また、自由で開かれたインド太平洋というビジョンを踏まえ、安全

保障協力を戦略的に進めていくための基盤である。 

このような考え方の下、「国家安全保障戦略について」（平成 25 年 12 月

17 日国家安全保障会議決定及び閣議決定。以下「国家安全保障戦略」とい

う。）を踏まえ、我が国の未来の礎となる防衛の在るべき姿について、「平

成 31 年度以降に係る防衛計画の大綱」として、新たな指針を示す。 

 

Ⅱ 我が国を取り巻く安全保障環境 

１ 現在の安全保障環境の特徴 

国際社会においては、国家間の相互依存関係が一層拡大・深化する一

方、中国等の更なる国力の伸長等によるパワーバランスの変化が加速

化・複雑化し、既存の秩序をめぐる不確実性が増している。こうした中、

自らに有利な国際秩序・地域秩序の形成や影響力の拡大を目指した、政

治・経済・軍事にわたる国家間の競争が顕在化している。 

このような国家間の競争は、軍や法執行機関を用いて他国の主権を脅

かすことや、ソーシャル・ネットワーク等を用いて他国の世論を操作す

ることなど、多様な手段により、平素から恒常的に行われている。また、

いわゆるグレーゾーンの事態は、国家間の競争の一環として長期にわた
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り継続する傾向にあり、今後、更に増加・拡大していく可能性がある。

こうしたグレーゾーンの事態は、明確な兆候のないまま、より重大な事

態へと急速に発展していくリスクをはらんでいる。さらに、いわゆる「ハ

イブリッド戦」のような、軍事と非軍事の境界を意図的に曖昧にした現

状変更の手法は、相手方に軍事面にとどまらない複雑な対応を強いてい

る。 

また、情報通信等の分野における急速な技術革新に伴い、軍事技術の

進展は目覚ましいものとなっている。こうした技術の進展を背景に、現

在の戦闘様相は、陸・海・空のみならず、宇宙・サイバー・電磁波とい

った新たな領域を組み合わせたものとなり、各国は、全般的な軍事能力

の向上のため、新たな領域における能力を裏付ける技術の優位を追求し

ている。宇宙領域やサイバー領域は、民生分野でも広範に活用されてお

り、この安定的な利用が妨げられれば、国家・国民の安全に重大な影響

が及ぶおそれがある。 

軍事技術の進展により、現在では、様々な脅威が容易に国境を越えて

くるものとなっている。さらに、各国は、ゲーム・チェンジャーとなり

得る最先端技術を活用した兵器の開発に注力するとともに、人工知能

（ＡＩ）を搭載した自律型の無人兵器システムの研究にも取り組んでい

る。今後の更なる技術革新は、将来の戦闘様相を更に予見困難なものに

するとみられる。 

国際社会においては、一国のみでの対応が困難な安全保障上の課題が

広範化・多様化している。宇宙領域やサイバー領域に関しては、国際的

なルールや規範作りが安全保障上の課題となっている。海洋においては、

既存の国際秩序とは相容れない独自の主張に基づいて自国の権利を一

方的に主張し、又は行動する事例がみられ、公海における自由が不当に

侵害される状況が生じている。また、核・生物・化学兵器等の大量破壊

兵器や弾道ミサイルの拡散及び深刻化する国際テロは、引き続き、国際

社会にとっての重大な課題である。 

こうした中、我が国の周辺には、質・量に優れた軍事力を有する国家

が集中し、軍事力の更なる強化や軍事活動の活発化の傾向が顕著となっ

ている。 
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２ 各国の動向 

米国は、依然として世界最大の総合的な国力を有しているが、あらゆ

る分野における国家間の競争が顕在化する中で、世界的・地域的な秩序

の修正を試みる中国やロシアとの戦略的競争が特に重要な課題である

との認識を示している。 

米国は、軍事力の再建のため、技術革新等による全ての領域における

軍事的優位の維持、核抑止力の強化、ミサイル防衛能力の高度化等に取

り組んでいる。また、同盟国やパートナー国に対しては、防衛のコミッ

トメントを維持し、戦力の前方展開を継続するとともに、責任分担の増

加を求めている。さらに、インド太平洋地域を優先地域と位置付け、同

盟とパートナーシップを強化するとの方針を掲げている。 

また、米国を始めとする北大西洋条約機構（ＮＡＴＯ）加盟国は、力

を背景とした現状変更や「ハイブリッド戦」に対応するため、戦略の再

検討等を行うとともに、安全保障環境の変化等を踏まえ、国防費を増加

させてきている。 

中国は、今世紀中葉までに「世界一流の軍隊」を建設することを目標

に、透明性を欠いたまま、高い水準で国防費を増加させ、核・ミサイル

戦力や海上・航空戦力を中心に、軍事力の質・量を広範かつ急速に強化

している。その際、指揮系統の混乱等を可能とするサイバー領域や電磁

波領域における能力を急速に発展させるとともに、対衛星兵器の開発・

実験を始めとする宇宙領域における能力強化も継続するなど、新たな領

域における優勢の確保を重視している。また、ミサイル防衛を突破する

ための能力や揚陸能力の向上を図っている。このような軍事能力の強化

は、周辺地域への他国の軍事力の接近・展開を阻止し、当該地域での軍

事活動を阻害する軍事能力、いわゆる「接近阻止／領域拒否」（「Ａ２／

ＡＤ」）能力の強化や、より遠方での作戦遂行能力の構築につながるもの

である。これらに加え、国防・科学技術・工業の軍民融合政策を推進す

るとともに、軍事利用が可能とされる先端技術の開発・獲得に積極的に

取り組んでいる。このほか、海上法執行機関と軍との間では連携が強化

されている。 
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中国は、既存の国際秩序とは相容れない独自の主張に基づき、力を背

景とした一方的な現状変更を試みるとともに、東シナ海を始めとする海

空域において、軍事活動を拡大・活発化させている。我が国固有の領土

である尖閣諸島周辺においては、我が国の強い抗議にもかかわらず公船

による断続的な領海侵入や海軍艦艇による恒常的な活動等を行ってい

る。太平洋や日本海においても軍事活動を拡大・活発化させており、特

に、太平洋への進出は近年高い頻度で行われ、その経路や部隊構成が多

様化している。南シナ海においては、大規模かつ急速な埋立てを強行し、

その軍事拠点化を進めるとともに、海空域における活動も拡大・活発化

させている。 

こうした中国の軍事動向等については、国防政策や軍事力の不透明性

とあいまって、我が国を含む地域と国際社会の安全保障上の強い懸念と

なっており、今後も強い関心を持って注視していく必要がある。中国に

は、地域や国際社会において、より協調的な形で積極的な役割を果たす

ことが強く期待される。 

北朝鮮は、近年、前例のない頻度で弾道ミサイルの発射を行い、同時

発射能力や奇襲的攻撃能力等を急速に強化してきた。また、核実験を通

じた技術的成熟等を踏まえれば、弾道ミサイルに搭載するための核兵器

の小型化・弾頭化を既に実現しているとみられる。北朝鮮は、朝鮮半島

の完全な非核化に向けた意思を表明し、核実験場の爆破を公開する等の

動きは見せたものの、全ての大量破壊兵器及びあらゆる弾道ミサイルの

完全な、検証可能な、かつ、不可逆的な方法での廃棄は行っておらず、

北朝鮮の核・ミサイル能力に本質的な変化は生じていない。 

また、北朝鮮は、非対称的な軍事能力として、サイバー領域について、

大規模な部隊を保持するとともに、軍事機密情報の窃取や他国の重要イ

ンフラへの攻撃能力の開発を行っているとみられる。これらに加え、大

規模な特殊部隊を保持している。 

このような北朝鮮の軍事動向は、我が国の安全に対する重大かつ差し

迫った脅威であり、地域及び国際社会の平和と安全を著しく損なうもの

となっている。国際社会も、国際連合安全保障理事会決議において、北

朝鮮の核及び弾道ミサイル関連活動が国際の平和及び安全に対する明
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白な脅威であるとの認識を明確にしている。 

ロシアは、核戦力を中心に軍事力の近代化に向けた取組を継続するこ

とで軍事態勢の強化を図っており、ウクライナ情勢等をめぐり、欧米と

激しく対立している。また、北極圏、欧州、米国周辺、中東に加え、北

方領土を含む極東においても軍事活動を活発化させる傾向にあり、その

動向を注視していく必要がある。 

 

３ 我が国の特性 

四面環海で長い海岸線を持つ我が国は、本土から離れた多くの島嶼
し ょ

及

び広大な排他的経済水域を有しており、そこには守り抜くべき国民の生

命・身体・財産、領土・領海・領空及び各種資源が広く存在している。

また、海洋国家であり、資源や食料の多くを海外との貿易に依存する我

が国にとって、法の支配、航行の自由等の基本的ルールに基づく、「開か

れ安定した海洋」の秩序を強化し、海上交通及び航空交通の安全を確保

することが、平和と繁栄の基礎である。 

一方、我が国は、大きな被害を伴う自然災害が多発することに加え、

都市部に産業・人口・情報基盤が集中するとともに、沿岸部に原子力発

電所等の重要施設が多数存在している。 

これらに加えて、我が国においては、人口減少と少子高齢化が経験を

したことのない速度で急速に進展しているとともに、厳しい財政状況が

続いている。 

 

４ まとめ 

以上を踏まえると、今日の我が国を取り巻く安全保障環境については、

冷戦期に懸念されていたような主要国間の大規模武力紛争の蓋然性は

引き続き低いと考えられる一方、「平成 26 年度以降に係る防衛計画の大

綱」（平成 25 年 12 月 17 日国家安全保障会議決定及び閣議決定。以下「前

大綱」という。）を策定した際に想定したものよりも、格段に速いスピー

ドで厳しさと不確実性を増している。 

我が国に対する脅威が現実化し、国民の命と平和な暮らしを脅かすこ

とを防ぐためには、この現実を踏まえた措置を講ずることが必要となっ
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ている。 

 

Ⅲ 我が国の防衛の基本方針 

我が国は、国家安全保障戦略を踏まえ、積極的平和主義の観点から、我

が国自身の外交力、防衛力等を強化し、日米同盟を基軸として、各国との

協力関係の拡大・深化を進めてきた。また、この際、日本国憲法の下、専

守防衛に徹し、他国に脅威を与えるような軍事大国にならないとの基本方

針に従い、文民統制を確保し、非核三原則を守ってきた。 

今後とも、我が国は、こうした基本方針等の下で、平和国家としての歩

みを決して変えることはない。その上で、我が国は、これまでに直面した

ことのない安全保障環境の現実の中でも、国民の生命・身体・財産、領土・

領海・領空及び主権・独立を守り抜くといった、国家安全保障戦略に示し

た国益を守っていかなければならない。このため、我が国の防衛について、

その目標及びこれを達成するための手段を明示した上で、これまで以上に

多様な取組を積極的かつ戦略的に推進していく。 

防衛の目標として、まず、平素から、我が国が持てる力を総合して、我

が国にとって望ましい安全保障環境を創出する。また、我が国に侵害を加

えることは容易ならざることであると相手に認識させ、脅威が及ぶことを

抑止する。さらに、万が一、我が国に脅威が及ぶ場合には、確実に脅威に

対処し、かつ、被害を最小化する。 

これらの防衛の目標を確実に達成するため、その手段である我が国自身

の防衛体制、日米同盟及び安全保障協力をそれぞれ強化していく。これは、

格段に変化の速度を増し、複雑化する安全保障環境に対応できるよう、宇

宙・サイバー・電磁波といった新たな領域における優位性を早期に獲得す

ることを含め、迅速かつ柔軟に行っていかなければならない。 

また、核兵器の脅威に対しては、核抑止力を中心とする米国の拡大抑止

が不可欠であり、我が国は、その信頼性の維持・強化のために米国と緊密

に協力していくとともに、総合ミサイル防空や国民保護を含む我が国自身

による対処のための取組を強化する。同時に、長期的課題である核兵器の

ない世界の実現へ向けて、核軍縮・不拡散のための取組に積極的・能動的

な役割を果たしていく。 
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１ 我が国自身の防衛体制の強化 

（１）総合的な防衛体制の構築 

これまでに直面したことのない安全保障環境の現実に正面から向き

合い、防衛の目標を確実に達成するため、あらゆる段階において、防

衛省・自衛隊のみならず、政府一体となった取組及び地方公共団体、

民間団体等との協力を可能とし、我が国が持てる力を総合する防衛体

制を構築する。特に、宇宙、サイバー、電磁波、海洋、科学技術とい

った分野における取組及び協力を加速するほか、宇宙、サイバー等の

分野の国際的な規範の形成に係る取組を推進する。 

我が国が有するあらゆる政策手段を体系的に組み合わせること等を

通じ、平素からの戦略的なコミュニケーションを含む取組を強化する。 

有事やグレーゾーンの事態等の各種事態に対しては、文民統制の下、

これまでも態勢の強化に努めてきたが、今後、政治がより強力なリー

ダーシップを発揮し、迅速かつ的確に意思決定を行うことにより、政

府一体となってシームレスに対応する必要があり、これを補佐する態

勢も充実させる。また、国民の生命・身体・財産を守る観点から、各

種災害への対応及び国民の保護のための体制を引き続き強化し、地方

公共団体と連携して避難施設の確保に取り組むとともに、緊急事態に

おける在外邦人等の迅速な退避及び安全の確保のために万全の態勢を

整える。さらに、電力、通信といった国民生活に重要なインフラや、

サイバー空間を守るための施策を進める。 

以上の取組に加え、各種対応を的確に行うため、平素から、関連す

る計画等の体系化を図りつつ、それらの策定又は見直しを進めるとと

もに、シミュレーションや総合的な訓練・演習を拡充し、対処態勢の

実効性を高める。 

（２）我が国の防衛力の強化 

ア 防衛力の意義・必要性 

防衛力は、我が国の安全保障を確保するための最終的な担保であ

り、我が国に脅威が及ぶことを抑止するとともに、脅威が及ぶ場合

にはこれを排除し、独立国家として国民の生命・身体・財産と我が
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国の領土・領海・領空を主体的・自主的な努力により守り抜くとい

う、我が国の意思と能力を表すものである。 

同時に、防衛力は、平時から有事までのあらゆる段階で、日米同

盟における我が国自身の役割を主体的に果たすために不可欠のもの

であり、我が国の安全保障を確保するために防衛力を強化すること

は、日米同盟を強化することにほかならない。また、防衛力は、諸

外国との安全保障協力における我が国の取組を推進するためにも不

可欠のものである。 

このように、防衛力は、これまでに直面したことのない安全保障

環境の現実の下で、我が国が独立国家として存立を全うするための

最も重要な力であり、主体的・自主的に強化していかなければなら

ない。 

イ 真に実効的な防衛力―多次元統合防衛力 

厳しさを増す安全保障環境の中で、軍事力の質・量に優れた脅威

に対する実効的な抑止及び対処を可能とするためには、宇宙・サイ

バー・電磁波といった新たな領域と陸・海・空という従来の領域の

組合せによる戦闘様相に適応することが死活的に重要になっている。 

このため、今後の防衛力については、個別の領域における能力の

質及び量を強化しつつ、全ての領域における能力を有機的に融合し、

その相乗効果により全体としての能力を増幅させる領域横断（クロ

ス・ドメイン）作戦により、個別の領域における能力が劣勢である

場合にもこれを克服し、我が国の防衛を全うできるものとすること

が必要である。 

また、不確実性を増す安全保障環境の中で、我が国を確実に防衛

するためには、平時から有事までのあらゆる段階における活動をシ

ームレスに実施できることが重要である。これまでも、多様な活動

を機動的・持続的に行い得る防衛力の構築に努めてきたが、近年で

は、平素からのプレゼンス維持、情報収集・警戒監視等の活動をよ

り広範かつ高頻度に実施しなければならず、このため、人員、装備

等に慢性的な負荷がかかり、部隊の練度や活動量を維持できなくな

るおそれが生じている。 



10 

 

このため、今後の防衛力については、各種活動の持続性・強靭性

を支える能力の質及び量を強化しつつ、平素から、事態の特性に応

じた柔軟かつ戦略的な活動を常時継続的に実施可能なものとするこ

とが必要である。 

さらに、我が国の防衛力は、日米同盟の抑止力及び対処力を強化

するものであるとともに、多角的・多層的な安全保障協力を推進し

得るものであることが必要である。 

以上の観点から、今後、我が国は、統合運用による機動的・持続

的な活動を行い得るものとするという、前大綱に基づく統合機動防

衛力の方向性を深化させつつ、宇宙・サイバー・電磁波を含む全て

の領域における能力を有機的に融合し、平時から有事までのあらゆ

る段階における柔軟かつ戦略的な活動の常時継続的な実施を可能と

する、真に実効的な防衛力として、多次元統合防衛力を構築してい

く。 

（３）防衛力が果たすべき役割 

我が国の防衛力は、我が国にとって望ましい安全保障環境を創出す

るとともに、脅威を抑止し、これに対処するため、以下の役割をシー

ムレスかつ複合的に果たせるものでなければならない。特に、国民の

命と平和な暮らしを守る観点から、平素から様々な役割を果たしてい

くことがこれまで以上に重要である。 

ア 平時からグレーゾーンの事態への対応 

積極的な共同訓練・演習や海外における寄港等を通じて平素から

プレゼンスを高め、我が国の意思と能力を示すとともに、こうした

自衛隊の部隊による活動を含む戦略的なコミュニケーションを外交

と一体となって推進する。また、全ての領域における能力を活用し

て、我が国周辺において広域にわたり常時継続的な情報収集・警戒

監視・偵察（ＩＳＲ）活動（以下「常続監視」という。）を行うとと

もに、柔軟に選択される抑止措置等により事態の発生・深刻化を未

然に防止する。これら各種活動による態勢も活用し、領空侵犯や領

海侵入といった我が国の主権を侵害する行為に対し、警察機関等と

も連携しつつ、即時に適切な措置を講じる。 
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弾道ミサイル等の飛来に対しては、常時持続的に我が国を防護し、

万が一被害が発生した場合にはこれを局限する。 

イ 島嶼
し ょ

部を含む我が国に対する攻撃への対応 

島嶼
し ょ

部を含む我が国への攻撃に対しては、必要な部隊を迅速に機

動・展開させ、海上優勢・航空優勢を確保しつつ、侵攻部隊の接近・

上陸を阻止する。海上優勢・航空優勢の確保が困難な状況になった

場合でも、侵攻部隊の脅威圏の外から、その接近・上陸を阻止する。

万が一占拠された場合には、あらゆる措置を講じて奪回する。 

ミサイル、航空機等の経空攻撃に対しては、最適の手段により、

機動的かつ持続的に対応するとともに、被害を局限し、自衛隊の各

種能力及び能力発揮の基盤を維持する。 

ゲリラ・特殊部隊による攻撃に対しては、原子力発電所等の重要

施設の防護並びに侵入した部隊の捜索及び撃破を行う。 

ウ あらゆる段階における宇宙・サイバー・電磁波の領域での対応 

平素から、宇宙・サイバー・電磁波の領域において、自衛隊の活

動を妨げる行為を未然に防止するために常時継続的に監視し、関連

する情報の収集・分析を行う。かかる行為の発生時には、速やかに

事象を特定し、被害の局限、被害復旧等を迅速に行う。 

我が国への攻撃に際しては、こうした対応に加え、宇宙・サイバ

ー・電磁波の領域を活用して攻撃を阻止・排除する。 

また、社会全般が宇宙空間やサイバー空間への依存を高めていく

傾向等を踏まえ、関係機関との適切な連携・役割分担の下、政府全

体としての総合的な取組に寄与する。 

エ 大規模災害等への対応 

大規模災害等の発生に際しては、国民の生命・身体・財産を守る

ため、所要の部隊を迅速に輸送・展開し、初動対応に万全を期する

とともに、必要に応じ、対応態勢を長期間にわたり持続する。また、

被災者や被災した地方公共団体のニーズに丁寧に対応するとともに、

関係機関、地方公共団体及び民間部門と適切に連携・協力し、人命

救助、応急復旧、生活支援等を行う。 

オ 日米同盟に基づく米国との共同 
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平時から有事までのあらゆる段階において、「日米防衛協力のため

の指針」を踏まえ、日米同盟における我が国自身の役割を主体的に

果たすことにより、２で後述するような日米共同の活動を効果的に

実施する。 

カ 安全保障協力の推進 

地域の特性や相手国の実情を考慮した方針の下、共同訓練・演習、

防衛装備・技術協力、能力構築支援、軍種間交流等を含む防衛協力・

交流を戦略的に推進するなど、３で後述するような安全保障協力の

強化のための取組を積極的に実施する。 

 

２ 日米同盟の強化 

日米安全保障条約に基づく日米安全保障体制は、我が国自身の防衛体

制とあいまって、我が国の安全保障の基軸である。また、日米安全保障

体制を中核とする日米同盟は、我が国のみならず、インド太平洋地域、

さらには国際社会の平和と安定及び繁栄に大きな役割を果たしている。 

国家間の競争が顕在化する中、普遍的価値と戦略的利益を共有する米

国との一層の関係強化は、我が国の安全保障にとってこれまで以上に重

要となっている。また、米国も、同盟国との協力がより重要になってい

るとの認識を示している。 

日米同盟は、平和安全法制により新たに可能となった活動等を通じて、

これまでも強化されてきたが、我が国を取り巻く安全保障環境が格段に

速いスピードで厳しさと不確実性を増す中で、我が国の防衛の目標を達

成するためには、「日米防衛協力のための指針」の下で、一層の強化を図

ることが必要である。 

日米同盟の一層の強化に当たっては、我が国が自らの防衛力を主体

的・自主的に強化していくことが不可欠の前提であり、その上で、同盟

の抑止力・対処力の強化、幅広い分野における協力の強化・拡大及び在

日米軍駐留に関する施策の着実な実施のための取組を推進する必要が

ある。 

（１）日米同盟の抑止力及び対処力の強化 

平時から有事までのあらゆる段階や災害等の発生時において、日米
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両国間の情報共有を強化するとともに、全ての関係機関を含む両国間

の実効的かつ円滑な調整を行い、我が国の平和と安全を確保するため

のあらゆる措置を講ずる。 

このため、各種の運用協力及び政策調整を一層深化させる。特に、

宇宙領域やサイバー領域等における協力、総合ミサイル防空、共同訓

練・演習、共同のＩＳＲ活動及び日米共同による柔軟に選択される抑

止措置の拡大・深化、共同計画の策定・更新の推進、拡大抑止協議の

深化等を図る。これらに加え、米軍の活動を支援するための後方支援

や、米軍の艦艇、航空機等の防護といった取組を一層積極的に実施す

る。 

（２）幅広い分野における協力の強化・拡大 

自由で開かれた海洋秩序を維持・強化することを含め、望ましい安

全保障環境を創出するため、インド太平洋地域における日米両国のプ

レゼンスを高めることも勘案しつつ、海洋分野等における能力構築支

援、人道支援・災害救援、海賊対処等について、日米共同の活動を実

施する。 

また、日米共同の活動に当たり、日米がその能力を十分に発揮する

ため、装備、技術、施設、情報協力・情報保全等に関し、協力を強化・

拡大する。 

特に、日米共同の活動に資する装備品の共通化や各種ネットワーク

の共有を推進する。また、我が国周辺における米軍の持続的な活動を

支援し、我が国装備品の高い可動率の確保にも資するため、米国製装

備品の国内における整備能力を確保する。 

また、日米の能力を効率的に強化すべく、防衛力強化の優先分野に

係る共通の理解を促進しつつ、有償援助（ＦＭＳ）調達の合理化によ

る米国の高性能の装備品の効率的な取得、日米共同研究・開発等を推

進する。 

さらに、訓練施設や訓練区域を含む自衛隊施設及び米軍施設・区域

について、共同使用に係る協力や、強靭性の向上のための取組を推進

する。 

（３）在日米軍駐留に関する施策の着実な実施 
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接受国支援を始めとする様々な施策を通じ、在日米軍の円滑かつ効

果的な駐留を安定的に支えるとともに、在日米軍再編を着実に進め、

米軍の抑止力を維持しつつ、地元の負担を軽減していく。 

特に、沖縄については、安全保障上極めて重要な位置にあり、米軍

の駐留が日米同盟の抑止力に大きく寄与している一方、在日米軍施設・

区域の多くが集中していることを踏まえ、近年、米軍施設・区域の返

還等の沖縄の負担軽減を一層推進してきているところであり、引き続

き、普天間飛行場の移設を含む在沖縄米軍施設・区域の整理・統合・

縮小、負担の分散等を着実に実施することにより、沖縄の負担軽減を

図っていく。 

 

３ 安全保障協力の強化 

自由で開かれたインド太平洋というビジョンを踏まえ、地域の特性や

相手国の実情を考慮しつつ、多角的・多層的な安全保障協力を戦略的に

推進する。その一環として、防衛力を積極的に活用し、共同訓練・演習、

防衛装備・技術協力、能力構築支援、軍種間交流等を含む防衛協力・交

流に取り組む。また、グローバルな安全保障上の課題への対応にも貢献

する。こうした取組の実施に当たっては、外交政策との調整を十分に図

るとともに、日米同盟を基軸として、普遍的価値や安全保障上の利益を

共有する国々との緊密な連携を図る。 

（１）防衛協力・交流の推進 

オーストラリアとの間では、相互運用性の更なる向上等のため、外

務・防衛閣僚協議（「２＋２」）等の枠組みも活用しつつ、共同訓練・

演習の拡充、防衛装備・技術協力を一層推進するとともに、地域の平

和と安定のため、二国間で連携した能力構築支援等の協力を進める。

また、普遍的価値と戦略的利益を共有する日米豪三国間の枠組みによ

る協力関係を一層強化する。 

インドとの間では、戦略的な連携を強化する観点から、「２＋２」等

の枠組みも活用しつつ、海洋安全保障を始めとする幅広い分野におい

て、共同訓練・演習や防衛装備・技術協力を中心とする協力を推進す

る。また、日米印三国間の連携を強化する。 
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東南アジア諸国との間では、地域協力の要となる東南アジア諸国連

合（ＡＳＥＡＮ）の中心性・一体性の強化の動きを支援しつつ、共同

訓練・演習、防衛装備・技術協力、能力構築支援等の具体的な二国間・

多国間協力を推進する。 

韓国との間では、幅広い分野での防衛協力を進めるとともに、連携

の基盤の確立に努める。また、地域における平和と安定を維持するた

め、日米韓三国間の連携を引き続き強化する。 

英国やフランスとの間では、インド太平洋地域における海洋秩序の

安定等のため、「２＋２」等の枠組みも活用しつつ、より実践的な共同

訓練・演習、防衛装備・技術協力、二国間で連携した第三国との協力

等を推進する。欧州諸国並びにＮＡＴＯ及び欧州連合（ＥＵ）との協

力を強化する。 

カナダ及びニュージーランドとの間では、共同訓練・演習、二国間

で連携した第三国との協力等を推進する。 

中国との間では、相互理解・信頼関係を増進するため、多層的な対

話や交流を推進する。この際、中国がインド太平洋地域の平和と安定

のために責任ある建設的な役割を果たし、国際的な行動規範を遵守す

るとともに、軍事力強化に係る透明性を向上するよう引き続き促して

いく。また、両国間における不測の事態を回避すべく、「日中防衛当局

間の海空連絡メカニズム」を両国間の信頼関係の構築に資する形で運

用していく。中国による我が国周辺海空域等における活動に対しては、

冷静かつ毅然として対応する。 

ロシアについては、相互理解・信頼関係の増進のため、「２＋２」を

始めとする安全保障対話、ハイレベル交流及び幅広い部隊間交流を推

進するとともに、共同訓練・演習を深化させる。 

太平洋島嶼
し ょ

国との間では、自衛隊の部隊による寄港・寄航を行うと

ともに、各自衛隊の能力・特性を活かした交流や協力を推進する。 

中央アジア・中東・アフリカ諸国との間では、協力関係の構築・強

化を図るため、ハイレベルを含めた交流や国連平和維持活動に係る能

力構築支援等の協力を推進する。 

また、多国間枠組みについては、インド太平洋地域の安全保障分野
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に係る議論や協力・交流の重要な基盤となっている東アジア首脳会議

（ＥＡＳ）、拡大ＡＳＥＡＮ国防相会議（ＡＤＭＭプラス）、ＡＳＥＡ

Ｎ地域フォーラム（ＡＲＦ）等を重視し、域内諸国間の協力・信頼関

係の強化に貢献していく。 

（２）グローバルな課題への対応 

海洋における航行・飛行の自由や安全を確保する観点から、インド、

スリランカ等の南アジア諸国、東南アジア諸国といったインド太平洋

地域の沿岸国自身の海洋安全保障に関する能力の向上に資する協力を

推進する。また、共同訓練・演習や部隊間交流、これらに合わせた積

極的な寄港等を推進するとともに、関係国と協力した海賊への対応や

海洋状況把握（ＭＤＡ）の能力強化に係る協力等の取組を行う。 

宇宙領域の利用については、関係国との協議や情報共有、多国間演

習への積極的な参加等を通じ、宇宙状況監視（ＳＳＡ）や宇宙システ

ム全体の機能保証等を含めた様々な分野での連携・協力を推進する。

また、サイバー領域の利用については、脅威認識の共有、サイバー攻

撃対処に関する意見交換、多国間演習への参加等により、関係国との

連携・協力を強化する。 

大量破壊兵器及びその運搬手段となり得るミサイルの拡散や武器及

び軍事転用可能な貨物・機微技術の拡散については、関係国や国際機

関等と協力しつつ、それらの不拡散のための取組を推進する。また、

自衛隊が保有する知見・人材を活用しつつ、自律型致死兵器システム

（ＬＡＷＳ）に関する議論を含む国際連合等による軍備管理・軍縮に

係る諸活動に関与する。 

国際平和協力活動等については、平和安全法制も踏まえ、派遣の意

義、派遣先国の情勢、我が国との政治・経済的関係等を総合的に勘案

しながら、主体的に推進する。特に、これまでに蓄積した経験を活か

し、人材育成等に取り組みつつ、現地ミッション司令部要員等の派遣

や我が国が得意とする分野における能力構築支援等の活動を通じ積極

的に貢献する。なお、ジブチ共和国において海賊対処のために運営し

ている自衛隊の活動拠点について、地域における安全保障協力等のた

めの長期的・安定的な活用に向け取り組む。 
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Ⅳ 防衛力強化に当たっての優先事項 

１ 基本的考え方 

防衛力の強化は、格段に速度を増す安全保障環境の変化に対応するた

めに、従来とは抜本的に異なる速度で行わなければならない。また、人

口減少と少子高齢化の急速な進展や厳しい財政状況を踏まえれば、予

算・人員をこれまで以上に効率的に活用することが必要不可欠である。 

このため、防衛力の強化に当たっては、特に優先すべき事項について、

可能な限り早期に強化することとし、既存の予算・人員の配分に固執す

ることなく、資源を柔軟かつ重点的に配分するほか、所要の抜本的な改

革を行う。 

この際、あらゆる分野での陸海空自衛隊の統合を一層推進し、縦割り

に陥ることなく、組織及び装備を最適化する。特に、宇宙・サイバー・

電磁波といった新たな領域における能力、総合ミサイル防空、被害復旧、

輸送、整備、補給、警備、教育、衛生、研究等の幅広い分野において統

合を推進する。 

一方、主に冷戦期に想定されていた大規模な陸上兵力を動員した着上

陸侵攻のような侵略事態への備えについては、将来における情勢の変化

に対応するための最小限の専門的知見や技能の維持・継承に必要な範囲

に限り保持することとし、より徹底した効率化・合理化を図る。 

 

２ 領域横断作戦に必要な能力の強化における優先事項 

（１）宇宙・サイバー・電磁波の領域における能力の獲得・強化 

領域横断作戦を実現するため、優先的な資源配分や我が国の優れた

科学技術の活用により、宇宙・サイバー・電磁波といった新たな領域

における能力を獲得・強化する。この際、新たな領域を含む全ての領

域における能力を効果的に連接する指揮統制・情報通信能力の強化・

防護を図る。 

ア 宇宙領域における能力 

情報収集、通信、測位等のための人工衛星の活用は領域横断作戦

の実現に不可欠である一方、宇宙空間の安定的利用に対する脅威は
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増大している。 

このため、宇宙領域を活用した情報収集、通信、測位等の各種能

力を一層向上させるとともに、宇宙空間の状況を地上及び宇宙空間

から常時継続的に監視する体制を構築する。また、機能保証のため

の能力や相手方の指揮統制・情報通信を妨げる能力を含め、平時か

ら有事までのあらゆる段階において宇宙利用の優位を確保するため

の能力の強化に取り組む。 

その際、民生技術を積極的に活用するとともに、宇宙航空研究開

発機構（ＪＡＸＡ）等の関係機関や米国等の関係国との連携強化を

図る。また、宇宙領域を専門とする部隊や職種の新設等の体制構築

を行うとともに、宇宙分野での人材育成と知見の蓄積を進める。 

イ サイバー領域における能力 

サイバー領域を活用した情報通信ネットワークは、様々な領域に

おける自衛隊の活動の基盤であり、これに対する攻撃は、自衛隊の

組織的な活動に重大な障害を生じさせるため、こうした攻撃を未然

に防止するための自衛隊の指揮通信システムやネットワークに係る

常時継続的な監視能力や被害の局限、被害復旧等の必要な措置を迅

速に行う能力を引き続き強化する。また、有事において、我が国へ

の攻撃に際して当該攻撃に用いられる相手方によるサイバー空間の

利用を妨げる能力等、サイバー防衛能力の抜本的強化を図る。 

その際、専門的な知識・技術を持つ人材を大幅に増強するととも

に、政府全体の取組への寄与にも留意する。 

ウ 電磁波領域における能力 

電磁波は、活用範囲や用途の拡大により、現在の戦闘様相におけ

る攻防の最前線として、主要な領域の一つと認識されるようになっ

てきている。電磁波領域の優越を確保することも、領域横断作戦の

実現のために不可欠である。 

このため、情報通信能力の強化、電磁波に関する情報収集・分析

能力の強化及び情報共有態勢の構築を推進するとともに、相手から

の電磁波領域における妨害等に際して、その効果を局限する能力等

を向上させる。また、我が国に対する侵攻を企図する相手方のレー
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ダーや通信等を無力化するための能力を強化する。こうした各種活

動を円滑に行うため、電磁波の利用を適切に管理・調整する機能を

強化する。 

（２）従来の領域における能力の強化 

領域横断作戦の中で、宇宙・サイバー・電磁波の領域における能力

と一体となって、航空機、艦艇、ミサイル等による攻撃に効果的に対

処するための能力を強化する。 

ア 海空領域における能力 

我が国への攻撃に実効的に対応するため、海上優勢・航空優勢を

獲得・維持することが極めて重要である。 

このため、我が国周辺海空域における常続監視を広域にわたって

実施する態勢を強化する。 

また、無人水中航走体（ＵＵＶ）を含む水中・水上における対処

能力を強化する。 

さらに、柔軟な運用が可能な短距離離陸・垂直着陸（ＳＴＯＶＬ）

機を含む戦闘機体系の構築等により、特に、広大な空域を有する一

方で飛行場が少ない我が国太平洋側を始め、空における対処能力を

強化する。その際、戦闘機の離発着が可能な飛行場が限られる中、

自衛隊員の安全を確保しつつ、戦闘機の運用の柔軟性を更に向上さ

せるため、必要な場合には現有の艦艇からのＳＴＯＶＬ機の運用を

可能とするよう、必要な措置を講ずる。 

イ スタンド・オフ防衛能力 

各国の早期警戒管制能力や各種ミサイルの性能が著しく向上して

いく中、自衛隊員の安全を確保しつつ、我が国への攻撃を効果的に

阻止する必要がある。 

このため、島嶼
し ょ

部を含む我が国への侵攻を試みる艦艇や上陸部隊

等に対して、脅威圏の外からの対処を行うためのスタンド・オフ火

力等の必要な能力を獲得するとともに、軍事技術の進展等に適切に

対応できるよう、関連する技術の総合的な研究開発を含め、迅速か

つ柔軟に強化する。 

ウ 総合ミサイル防空能力 
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弾道ミサイル、巡航ミサイル、航空機等の多様化・複雑化する経

空脅威に対し、最適な手段による効果的・効率的な対処を行い、被

害を局限する必要がある。 

このため、ミサイル防衛に係る各種装備品に加え、従来、各自衛

隊で個別に運用してきた防空のための各種装備品も併せ、一体的に

運用する体制を確立し、平素から常時持続的に我が国全土を防護す

るとともに、多数の複合的な経空脅威にも同時対処できる能力を強

化する。将来的な経空脅威への対処の在り方についても検討を行う。 

また、日米間の基本的な役割分担を踏まえ、日米同盟全体の抑止

力の強化のため、ミサイル発射手段等に対する我が国の対応能力の

在り方についても引き続き検討の上、必要な措置を講ずる。 

エ 機動・展開能力 

島嶼
し ょ

部への攻撃を始めとする各種事態に実効的に対応するために

は、適切な地域で所要の部隊が平素から常時継続的に活動するとと

もに、状況に応じた機動・展開を行うことが必要である。 

このため、水陸両用作戦能力等を強化する。また、迅速かつ大規

模な輸送のため、島嶼
し ょ

部の特性に応じた基幹輸送及び端末輸送の能

力を含む統合輸送能力を強化するとともに、平素から民間輸送力と

の連携を図る。 

（３）持続性・強靭性の強化 

平時から有事までのあらゆる段階において、必要とされる各種活動

を継続的に実施できるよう、後方分野も含めた防衛力の持続性・強靭

性を強化することが必要である。 

このため、弾薬、燃料等の確保、海上輸送路の確保、重要インフラ

の防護等に必要な措置を推進する。特に、関係府省等とも連携を図り

つつ、弾薬、燃料等の安全かつ着実な整備・備蓄等により持続性を向

上させる。また、自衛隊の運用に係る基盤等の分散、復旧、代替等に

より、多層的に強靭性を向上させる。さらに、従来の維持整備方法の

見直し等により、より効果的・効率的な維持整備を図り、装備品の高

い可動率を確保する。 

 



21 

 

３ 防衛力の中心的な構成要素の強化における優先事項 

（１）人的基盤の強化 

防衛力の中核は自衛隊員であり、自衛隊員の人材確保と能力・士気

の向上は防衛力の強化に不可欠である。これらは人口減少と少子高齢

化の急速な進展によって喫緊の課題となっており、防衛力の持続性・

強靭性の観点からも、自衛隊員を支える人的基盤の強化をこれまで以

上に推進していく必要がある。 

このため、地方公共団体等との連携を含む募集施策の推進、大卒者

等を含む採用層の拡大や女性の活躍推進のための取組、自衛官の定年

年齢の適切な引上げや退職自衛官の活用、予備自衛官等の活用や充足

向上のための取組といった、より幅広い層から多様かつ優秀な人材を

確保するための制度面を含む取組に加え、人工知能等の技術革新の成

果を活用した無人化・省人化を推進する。 

また、全ての自衛隊員が高い士気を維持し自らの能力を十分に発揮

し続けられるよう、生活・勤務環境の改善を図るとともに、ワークラ

イフバランスの確保のため、防衛省・自衛隊における働き方改革を推

進する。 

さらに、統合教育・研究の強化等、自衛隊の能力及びその一体性を

高めるための教育・研究の充実を促進するほか、防衛省・自衛隊の組

織マネジメント能力に関する教育の強化を図る。これらに加え、栄典・

礼遇に関する施策の推進、任務の特殊性等を踏まえた給与面の改善と

いった処遇の向上や、若年定年退職制度の下にある自衛官の生活基盤

の確保が国の責務であることを踏まえた再就職支援の一層の充実を図

る。 

（２）装備体系の見直し 

現有の装備体系を統合運用の観点も踏まえて検証し、合理的な装備

体系を構築する。その際、各自衛隊の運用に必要な能力等を踏まえつ

つ、装備品のファミリー化、装備品の仕様の最適化・共通化、各自衛

隊が共通して保有する装備品の共同調達等を行うとともに、航空機等

の種類の削減、重要度の低下した装備品の運用停止、費用対効果の低

いプロジェクトの見直しや中止等を行う。 
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（３）技術基盤の強化 

軍事技術の進展を背景に戦闘様相が大きく変化する中、我が国の優

れた科学技術を活かし、政府全体として、防衛装備につながる技術基

盤を強化することがこれまで以上に重要となっている。 

このため、新たな領域に関する技術や、人工知能等のゲーム・チェ

ンジャーとなり得る最先端技術を始めとする重要技術に対して選択と

集中による重点的な投資を行うとともに、研究開発のプロセスの合理

化等により研究開発期間の大幅な短縮を図る。この際、企画提案方式

の積極的な活用や、今後の我が国の防衛に必要な能力に関する研究開

発ビジョンの策定等による予見可能性の向上により、企業の先行投資

の促進を図るとともに、その力を最大限に引き出す。 

さらに、国内外の関係機関との技術交流や関係府省との連携の強化、

安全保障技術研究推進制度の活用等を通じ、防衛にも応用可能な先進

的な民生技術の積極的な活用に努める。 

国内外の先端技術動向について調査・分析等を行うシンクタンクの

活用や創設等により、革新的・萌芽的な技術の早期発掘やその育成に

向けた体制を強化する。 

（４）装備調達の最適化 

自衛隊の装備品の質及び量を必要かつ十分に確保するためには、高

性能の装備品を可能な限り安価に取得する必要があり、予算の計上の

みならず執行に際しても、徹底したコスト管理・抑制を行う必要があ

る。 

このため、長期契約を含め、装備品の効率的な調達に資する計画的

な取得方法の活用や維持整備の効率化を推進する。また、国内外の企

業間競争の促進を図るとともに、国際共同開発・生産や海外移転も念

頭に置いた装備品の開発等を推進する。さらに、米国の高性能な装備

品を効率的に調達するため、ＦＭＳ調達の合理化を推進するとともに、

米軍等との調達時期・仕様の整合に努める。これらに際しては、ライ

フサイクル全体を通じたプロジェクト管理の取組を更に強化する。 

（５）産業基盤の強靭化 

我が国の防衛産業は、装備品の生産・運用・維持整備に必要不可欠
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の基盤である。高性能な装備品の生産と高い可動率を確保するため、

少量多種生産による高コスト化、国際競争力の不足等の課題を克服し、

変化する安全保障環境に的確に対応できるよう、産業基盤を強靭化す

る必要がある。 

このため、装備体系、技術基盤及び装備調達に係る各種施策に加え、

企業へのインセンティブの付与も含め、企業間の競争環境の創出に向

けた契約制度の見直しを行う。また、装備品のサプライチェーンのリ

スク管理を強化するとともに、輸入装備品等の維持整備等に我が国の

防衛産業が更に参画できるよう努める。さらに、我が国の安全保障に

資する場合等に装備移転を認め得るとする防衛装備移転三原則の下、

装備品の適切な海外移転を政府一体となって推進するため、必要な運

用改善に努める。同時に、装備品に係る重要技術の流出を防ぐため、

知的財産管理、技術管理及び情報保全の強化を進める。以上の各種施

策を通じて、コストダウンと企業競争力の向上を図ることにより、強

靭な産業基盤の構築を目指すとともに、そのための更なる方策につい

ても検討していく。 

（６）情報機能の強化 

政策判断や部隊運用に資する情報支援を適時・適切に実施するため、

情報機能を強化する。特に、各種事態等の兆候を早期に察知し迅速に

対応するとともに、中長期的な軍事動向等を踏まえた各種対応を行う

ため、情報の収集・処理、分析・共有、保全の各段階における機能を

強化する。 

その際、情報処理分野における技術動向にも留意しつつ、新たな領

域に係るものも含め、電波情報、画像情報、人的情報、公開情報等に

関する収集能力・態勢を強化するとともに、情報収集衛星を運用する

内閣衛星情報センター等の国内の関係機関や同盟国等との連携を強化

する。また、情報収集・分析要員の確保・育成や、情報共有のための

システムの整備・連接等を進める。さらに、より強固な情報保全体制

を確立するとともに、カウンターインテリジェンスに係る機能を強化

する。 
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Ⅴ 自衛隊の体制等 

宇宙・サイバー・電磁波といった新たな領域を含め、領域横断作戦を実

現するため、１のとおり統合運用を強化するとともに、各自衛隊の体制を

２から４までのとおり整備することとする。また、将来の主要な編成、装

備等の具体的規模については、別表のとおりとする。 

 

１ 領域横断作戦の実現のための統合運用 

（１）あらゆる分野で陸海空自衛隊の統合を一層推進するため、自衛隊全

体の効果的な能力発揮を迅速に実現し得る効率的な部隊運用態勢や

新たな領域に係る態勢を統合幕僚監部において強化するとともに、将

来的な統合運用の在り方について検討する。また、各自衛隊間の相互

協力の観点を踏まえた警備及び被害復旧に係る態勢を構築するなど、

各自衛隊の要員の柔軟な活用を図る。 

（２）宇宙空間の状況を常時継続的に監視するとともに、機能保証や相手

方の指揮統制・情報通信を妨げることを含め、平時から有事までのあ

らゆる段階において宇宙利用の優位を確保し得るよう、航空自衛隊に

おいて宇宙領域専門部隊を保持するとともに、統合運用に係る態勢を

強化する。 

（３）自衛隊の情報通信ネットワークを常時継続的に監視するとともに、

我が国への攻撃に際して当該攻撃に用いられる相手方によるサイバ

ー空間の利用を妨げる能力等、サイバー防衛能力を抜本的に強化し得

るよう、共同の部隊としてサイバー防衛部隊を保持する。 

（４）電磁波の利用を統合運用の観点から適切に管理・調整し得るよう、

統合幕僚監部における態勢を強化する。また、電磁波領域に係る情報

収集・分析や、侵攻を企図する相手方のレーダーや通信等の無力化を

行い得るよう、各自衛隊における態勢を強化する。 

（５）平素から常時持続的に我が国全土を防護するとともに、多数の複合

的な経空脅威に同時対処し得るよう、陸上自衛隊において地対空誘導

弾部隊及び弾道ミサイル防衛部隊、海上自衛隊においてイージス・シ

ステム搭載護衛艦、航空自衛隊において地対空誘導弾部隊を保持し、

これらを含む総合ミサイル防空能力を構築する。 
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（６）平時から有事までのあらゆる段階において、統合運用の下、自衛隊

の部隊等の迅速な機動・展開を行い得るよう、共同の部隊として海上

輸送部隊を保持する。 

 

２ 陸上自衛隊の体制 

（１）各種事態に即応し得るよう、高い機動力や警戒監視能力を備え、機

動運用を基本とする作戦基本部隊（機動師団、機動旅団及び機甲師団）

のほか、サイバー領域や電磁波領域における各種作戦、空挺、水陸両

用作戦、特殊作戦、航空輸送、特殊武器防護、各国等との安全保障協

力等を有効に実施し得るよう、専門的機能を備えた部隊を、機動運用

部隊として保持する。 

この際、良好な訓練環境を踏まえ、統合輸送能力により迅速に展開・

移動させることを前提として、高い練度を維持した機動運用を基本と

する作戦基本部隊の半数を北海道に保持する。 

また、水陸機動団等の機動運用部隊による艦艇と連携した活動や各

種の訓練・演習といった平素からの常時継続的な機動、自衛隊配備の

空白地域となっている島嶼
し ょ

部への部隊配備、海上自衛隊及び航空自衛

隊とのネットワーク化の確立等により、抑止力・対処力の強化を図る。 

（２）島嶼
し ょ

部等に対する侵攻に対処し得るよう、地対艦誘導弾部隊及び島

嶼
し ょ

防衛用高速滑空弾部隊を保持する。 

（３）（１）に示す機動運用を基本とする部隊以外の作戦基本部隊（師団・

旅団）について、戦車及び火砲を中心として部隊の編成・装備を見直

すほか、各方面隊直轄部隊についても航空火力に係る部隊の編成・装

備を見直し、効率化・合理化を徹底した上で、地域の特性に応じて適

切に配置する。 

 

３ 海上自衛隊の体制 

（１）常続監視や対潜戦・対機雷戦等の各種作戦の効果的な遂行による周

辺海域の防衛や海上交通の安全確保、各国等との安全保障協力等を機

動的に実施し得るよう、多様な任務への対応能力を向上させた護衛艦

等を含む増強された護衛艦部隊、掃海艦艇部隊及び艦載回転翼哨戒機
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部隊を保持し、これら護衛艦部隊及び掃海艦艇部隊から構成される水

上艦艇部隊を編成する。また、我が国周辺海域における平素からの警

戒監視を強化し得るよう、哨戒艦部隊を保持する。 

その際、多様な任務への対応能力を向上させた護衛艦について、複

数クルーでの交替勤務の導入や、警戒監視能力に優れた哨戒艦との連

携により、常続監視のための態勢を強化する。 

（２）水中における情報収集・警戒監視を平素から我が国周辺海域で広域

にわたり実施するとともに、周辺海域の哨戒及び防衛を有効に行い得

るよう、増強された潜水艦部隊を保持する。 

その際、試験潜水艦の導入により、潜水艦部隊の運用効率化と能力

向上の加速を図り、常続監視のための態勢を強化する。 

（３）洋上における情報収集・警戒監視を平素から我が国周辺海域で広域

にわたり実施するとともに、周辺海域の哨戒及び防衛を有効に行い得

るよう、固定翼哨戒機部隊を保持する。 

 

４ 航空自衛隊の体制 

（１）太平洋側の広大な空域を含む我が国周辺空域の常時継続的な警戒監

視等を行い得る警戒管制部隊のほか、グレーゾーンの事態等の情勢緊

迫時において、長期間にわたり空中における警戒監視・管制を有効に

行い得る増強された警戒航空部隊からなる航空警戒管制部隊を保持

する。 

（２）太平洋側の広大な空域を含む我が国周辺空域において、戦闘機とそ

の支援機能が一体となって我が国の防空等を総合的な態勢で行い得

るよう、能力の高い戦闘機で増強された戦闘機部隊を保持する。また、

戦闘機部隊、警戒航空部隊等が各種作戦を広域かつ持続的に遂行し得

るよう、増強された空中給油・輸送部隊を保持する。 

（３）陸上部隊等の機動・展開、各国等との安全保障協力等を効果的に実

施し得るよう、航空輸送部隊を保持する。 

（４）我が国から比較的離れた地域での情報収集や事態が緊迫した際の空

中での常時継続的な監視を実施し得るよう、無人機部隊を保持する。 
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Ⅵ 防衛力を支える要素 

防衛力がその真価を発揮するためには、平素から絶えずその能力を維

持・向上させるとともに、国民の幅広い理解を得ることが必要である。 

 

１ 訓練・演習 

自衛隊の戦術技量の維持・向上のため、必要に応じて、関係機関、地

方公共団体や民間部門とも連携しながら、より実践的で効果的かつ計画

的な訓練・演習を実施する。その際、より実践的に訓練を行うため、北

海道を始めとした国内の演習場等や国外の良好な訓練環境の整備・活用

に加え、米軍施設・区域の共同使用、自衛隊施設や米軍施設・区域以外

の場所の利用等を促進するとともに、シミュレーター等をより積極的に

導入する。さらに、事態に対処するための各種計画を不断に検証し、見

直すため、訓練・演習を積極的に活用する。 

 

２ 衛生 

自衛隊員の壮健性を維持するとともに、各種事態への対処や国内外に

おける多様な任務に対応し得るよう、衛生機能を強化する必要がある。 

このため、隊員の生命を最大限守れるよう、第一線から最終後送先ま

でのシームレスな医療・後送態勢を強化する。その際、地域の特性を踏

まえつつ、南西地域における自衛隊の衛生機能の強化を重視する。また、

自衛隊病院の拠点化・高機能化等により、効率的で質の高い医療体制を

確立する。さらに、自衛隊の部隊の衛生に係る人材確保のため、防衛医

科大学校の運営改善を始めとする取組や、戦傷医療対処能力の向上を含

む教育・研究を充実・強化する。このほか、能力構築支援を含む様々な

国際協力に必要な態勢の整備を推進する。 

 

３ 地域コミュニティーとの連携 

一層厳しさと不確実性を増す安全保障環境の下、自衛隊及び在日米軍

の活動及び訓練・演習の多様化、装備品の高度化等が進んでおり、防衛

施設周辺の地方公共団体や地元住民の理解及び協力を得ることはこれ

まで以上に重要となっている。 
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このため、地方公共団体や地元住民に対し、平素から防衛省・自衛隊

の政策や活動に関する積極的な広報を行うとともに、自衛隊及び在日米

軍の部隊や装備品の配備、訓練・演習等の実施に当たっては、地元に対

する説明責任を十分に果たしながら、地元の要望や情勢に応じたきめ細

かな調整を実施する。同時に、騒音等への対策を含む防衛施設周辺対策

事業を引き続き推進する。 

また、各種事態において自衛隊が迅速かつ確実に活動を行うため、地

方公共団体、警察・消防機関といった関係機関との連携を一層強化する。 

地方によっては、自衛隊の部隊の存在が地域コミュニティーの維持・

活性化に大きく貢献し、あるいは、自衛隊による急患輸送が地域医療を

支えている場合等が存在することを踏まえ、部隊の改編や駐屯地・基地

等の配置に当たっては、地方公共団体や地元住民の理解を得られるよう、

地域の特性に配慮する。同時に、駐屯地・基地等の運営に当たっては、

地元経済への寄与に配慮する。 

 

４ 知的基盤 

安全保障・危機管理に対する国民の理解を促進するため、教育機関等

における安全保障教育の推進に取り組む。また、防衛省・自衛隊におい

て、防衛研究所による研究と政策支援を高い水準で両立させるため、政

策部門との間の連携を促進するとともに、防衛研究所を中心とする研究

体制を一層強化する。その際、政府内の他の研究教育機関や国内外にお

ける優れた大学、シンクタンク等との教育・研究に係る組織的な連携を

推進する。 

 

Ⅶ 留意事項 

１ 本大綱に定める防衛力の在り方は、おおむね 10 年程度の期間を念頭

に置いたものであり、各種施策・計画の実施過程を通じ、国家安全保障

会議において定期的に体系的な評価を行う。また、安全保障環境の変化

を見据え、真に実効的な防衛力を構築していくため、今後の我が国の防

衛に必要な能力に関する検証を実施する。 
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２ 評価・検証の中で、情勢に重要な変化が見込まれる場合には、その時

点における安全保障環境等を勘案して検討を行い、所要の修正を行う。 

 

３ 格段に厳しさを増す財政事情と国民生活に関わる他の予算の重要性

等を勘案し、防衛力整備の一層の効率化・合理化を図り、経費の抑制に

努めるとともに、国の他の諸施策との調和を図りつつ、防衛力全体とし

て円滑に十全な機能を果たし得るようにする。 
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（別表） 

共同の部隊 
サイバー防衛部隊 

海上輸送部隊 

１個防衛隊 

１個輸送群 

陸上自衛隊 

編成定数 

  常備自衛官定員 

  即応予備自衛官員数 

15 万９千人 

15 万１千人 

８千人 

基幹部隊 

機動運用部隊 

３個機動師団 

４個機動旅団 

１個機甲師団 

１個空挺団 

１個水陸機動団 

１個ヘリコプター団 

地域配備部隊 
５個師団 

２個旅団 

地対艦誘導弾部隊 ５個地対艦ミサイル連隊 

島嶼防衛用高速滑空弾部隊 ２個高速滑空弾大隊 

地対空誘導弾部隊 ７個高射特科群／連隊 

弾道ミサイル防衛部隊 ２個弾道ミサイル防衛隊 

海上自衛隊 

基幹部隊 

水上艦艇部隊 

 うち護衛艦部隊 

   護衛艦・掃海艦艇部隊 

潜水艦部隊 

哨戒機部隊 

 

４個群（８個隊） 

２個群（13個隊） 

６個潜水隊 

９個航空隊 

主要装備 

護衛艦 

（イージス・システム搭載護衛艦） 

潜水艦 

哨戒艦 

作戦用航空機 

54 隻 

（８隻） 

22 隻 

12 隻 

約 190 機 

航空自衛隊 

基幹部隊 

航空警戒管制部隊 

 

戦闘機部隊 

空中給油・輸送部隊 

航空輸送部隊 

地対空誘導弾部隊 

宇宙領域専門部隊 

無人機部隊 

28 個警戒隊 

１個警戒航空団（３個飛行隊） 

13 個飛行隊 

２個飛行隊 

３個飛行隊 

４個高射群（24 個高射隊） 

１個隊 

１個飛行隊 

主要装備 
作戦用航空機 

 うち戦闘機 

約 370 機 

約 290 機 

注１： 戦車及び火砲の現状（平成 30 年度末定数）の規模はそれぞれ約 600 両、約 500 両/門である 

が、将来の規模はそれぞれ約 300 両、約 300 両/門とする。 

注２： 上記の戦闘機部隊 13 個飛行隊は、ＳＴＯＶＬ機で構成される戦闘機部隊を含むものとする。 


